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産学官によるグローバル人材の育成のための戦略 

 

 

１．現状と課題 

世界では、政治・経済をはじめ様々な分野でグローバル化が進み、加速度的に進展

している。人間が作り上げた技術やシステムにより、ヒト、モノ、カネが国を越えて

一層流動する時代を迎える中、地球規模で物事をとらえ、地球上のあらゆる人びとと

協力し、地球規模の平和と幸福を追求することが不可欠となっている。 
教育は、人が社会の中でよりよく生き、自己実現を図るためのものであるとともに、

社会において、その人材が活躍し、その力が最大限発揮されるためのものである。こ

のため、時代の流れとともに変化する社会に合わせ、教育自体も進化したものとなる

必要がある。現代というグローバル社会においてはグローバル化がより進展する社会

を見越し、日本人がグローバルに対応できる力を持つグローバル人材になることが求

められている。 
グローバル人材とは、世界的な競争と共生が進む現代社会において、日本人として

のアイデンティティを持ちながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、異なる

言語、文化、価値を乗り越えて関係を構築するためのコミュニケーション能力と協調

性、新しい価値を創造する能力、次世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持

った人間であり、このような人材を育てるための教育が一層必要となっている。 
しかしながら、近年、海外留学する日本人学生が減っていること、海外勤務を望ま

ない若手社員が増えていることなどを理由として、日本の若者のいわゆる「内向き志

向」が問題視されるようになってきている。実際、日本に留学する外国人留学生の数

が増加する一方、外国に留学する日本人学生は減少しており、また、アメリカにおけ

る外国人留学生の国際比較では、インドや中国の留学生が著しく増加する一方、日本

人留学生は 2000 年以降年々減少してきている。更に、海外勤務を希望しない若手社員

が 2001 年度に三割程度だったが、2010 年度には五割程度まで増加しているという調査

結果もある。しかし「内向き志向」と言っても、それは必ずしも若者の志向のみに起

因するものではなく、例えば留学に要する費用の確保が難しくなっていること、早期

化・長期化する就職活動が学生の留学に対する意欲と機会を失わせていることなど、

留学に伴う様々なリスクに起因するものも少なくない。日本の若者の興味や関心を海

外に向けさせる工夫とともに、「留学したいが留学できない」という状況を生み出して

いる諸要因を取り除くことが、グローバル人材の育成を必要とする日本社会の責務だ

と考える。 
政府は、グローバル人材の育成と内なる国際化を進めるため、「留学生 30 万人

計画」に基づき、優秀な外国人留学生の確保に取り組んでおり、留学生総数も現在

では 141,774 名を数えるなど着実に進んでいる。しかしながら、外国人留学生を獲
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得しようとする動きは、日本に限ったことではない。例えば、オーストラリアは、

高等教育そのものに商品価値を見いだし、外貨獲得のための輸出産業の一つとして、

外国人留学生の獲得に取り組んでおり、約 100 カ所の海外事務所を設置するなど留

学生のリクルーティング体制の強化を図っている。また、シンガポールでは、世界

トップクラスの高等教育機関の誘致・連携を進めるとともに国際的に著名な研究者

の確保に努めるなど、シンガポールを「世界の教育ハブ」とすることを目標に取り

組んでいる。優秀な外国人留学生は、日本人学生はもとより社会全体に大きな刺激

を与える存在であるとともに、彼らが日本文化に直に触れることで、日本や日本人

に対する理解を深め、帰国後も両国間の架け橋になる重要な人的存在であると考え

られる。諸外国が知識基盤社会における高等教育の重要性を再認識し、国を挙げて

外国人留学生の確保に取り組む中、日本も遅れをとることなく、その特色や強みを

活かした独自の取組を展開する必要がある。 

政府は、大学の国際化を推進するため、これまでも国際化拠点整備事業（グロー

バル３０）など各種施策を講じてきているが、残念ながら高等教育における国際化

戦略の全体像が明らかではなく、また、個別の事業についても全体戦略の中の位置

づけが曖昧になっている。このことが個別施策の意義や効果に関する否定的な意見

を誘発しているのも事実である。今後速やかに、グローバル人材育成のための戦略

の全体像を明らかにした上で、個別施策の位置づけを確認しながらその効果を最大

限引き出すような見直しを行うべきである。 

学問には、国境はなく、大学は、その存在自体がグローバルなものである。高等教

育の競争・共生の現代にあっては、大学はその生き残りをかけ、より一層、グローバ

ルな魅力ある高等教育を展開し、それを世界に向けて発信するとともに、日本人留学

生の派遣や外国人留学生の受入れの環境整備を進める必要がある。一方、産業界にお

いても、国際的な大競争時代にあって、日本企業の国際競争力の維持と持続的な発展

のため、各企業を支える優秀な人材の確保が急務となっている。グローバル社会、知

識基盤社会の中で逞しく生き抜く人材の育成と支援は、教育界と産業界両者に共通す

る重要課題であり、国を含めた三者協力の下で、グローバル人材の育成と支援に取り

組むことが必要となっている。 
このような考えの下、本推進会議は、産学官の連携によるグローバル人材育成のた

めの方策について、高等教育とりわけ学部教育に焦点化しながら議論を重ねてきたと

ころであり、以下、具体的方策を取りまとめた。 
 

２．基本方針 

グローバル人材を育成するためには、大学自体が世界に開かれた大学となり、そ

の上で日本人学生の海外留学や外国人留学生の受入れのための体制を整備する必

要がある。その際、大学だけの取組では自ずと限界があるため、グローバル人材育
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成の必要性について同じ意識を持つ産学官（民間・大学・省庁間連携も含む）を通

じ、社会全体で高等教育の国際化とグローバル人材の育成に取り組み、教育環境や

就職環境など社会構造そのものをグローバル化することが必要である。 

また、高等教育のグローバル化を効率的に進めるためには、全ての大学、全ての

学生を対象とした漫然とした取組を行うのではなく、まずは先導的な機能別拠点づ

くりを行い当該拠点としたネットワークを構築しつつ、その成果を全体にフィード

バックし、各大学において機能別に発展をさせるような仕組みを構築することが重

要である。その際、我が国においてグローバル人材として求められる人材について、

そのポートフォリオや規模感などを念頭に起きつつ方策を検討する必要がある。 

このような考えに立って、以下の基本方針を明らかにし、具体的方策について戦

略ビジョンとしてまとめることとする。 

◇ 大学の教育力を磨きつつ世界展開力を強化する 

  国内外において魅力ある日本の高等教育を日本人学生及び外国人留学生

に提供できるよう、大学の教育力を磨くとともに世界展開するための環境整

備を図る。 

◇ 世界的な学習フィールドで日本人学生を育てる  

日本人学生が海外における留学等の海外経験等を通じてその見識を高め、

世界で通用する人材として成長するための環境整備を目指す。 

◇ 日本の高等教育を世界に発信する 

日本の高等教育を世界に向けて発信し、優秀な外国人留学生を確保すると

ともに外国人留学生と日本人学生が互いに切磋琢磨するための国内環境の

国際化を目指す。 

   ◇ グローバル人材育成に合った社会環境に変革する 

産学官が協力し、社会全体でグローバル人材を育成するための環境づくり

を行い、社会構造の変革を目指す。 

各実施主体は、関係団体等との緊密な連携・協力の下、戦略ビジョンの達成に努

める。 

 

３．実施主体 

   大学、企業及び国がそれぞれ実施主体となり、相互に連携しつつ、次に掲げる具

体的な方策を講じる。 

 

４．具体的方策 

（１）大学の役割 

大学は、自らがグローバル社会に対応した存在となるとともに、教育内容や教

育方法を改善し、世界の学生にとって魅力ある高等教育を提供する。また、日本
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人学生の海外留学を推進するとともに、優秀な外国人留学生を確保するための環

境整備を行う。 

①「国際的な通用性を確保し、魅力ある教育を提供する」 

・魅力ある教育の提供 

学生が学ぶ喜びを感じ、自ら果敢に自己研鑽を図るような教育プログラ

ムを提供する。 

・ミッションの明確化や質保証の取組の国際標準化 

       大学プロファイルの作成・公表等による大学のミッションの明確化や、

授業科目の体系化、ディプロマサプリメント等を活用した質保証のための

取組について国際標準化を推進する。 

・効果的な教育方法の活用 

 チュートリアル、ｅラーニング、チーム・ベースド・ラーニング、プロ

ブレム・ベースド・ラーニングなど効果的な教育手法を積極的に活用する。 

・教員の指導力強化 

  魅力ある授業を展開できるよう、上記効果的な教育手法の活用に合わせ

て教員の指導力を強化する。また、教育の質は研究の質に裏打ちされるも

のであることから、研究の質が向上するような環境を整備する。 

・教育達成度を測る手法の確立 

  教育効果を客観的に把握し、改善に活かすことができるよう、教育の達

成度を測るための手法を確立する。 

     ・ファカルティ・ディベロップメントの実施 

       上記取組について全学的観点から取り組むため、ファカルティ・ディベ

ロップメントを積極的に進める。 

②「大学自体がグローバル化するために」 

・グローバル化に対応した体制整備 

国際関係組織の充実など大学組織のグローバル化を図るとともに教

職員の国際対応能力を強化する。 

・優秀な外国人教員の確保 

  魅力あるグローバルな教育プログラムの開発、実施等のため、世界各

国の優秀な外国人教員の雇用を推進する。 

・９月入学など柔軟な入学時期の設定 

留学が円滑に行われるため、外国人留学生、帰国子女学生の入学時期

や日本人学生の復学時期の弾力化を推進する。 

・外国語コースの設定や外国語による授業の推進 

  外国人留学生が日本で学びやすい環境を整備するとともに、日本人学

生が語学力の向上を図る観点から、外国語コースの設定や外国語による
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授業を推進する。 

・学位取得プログラムの確立 

外国人留学生が日本の大学に留学し、当該大学の学位を取得すること

ができるプログラムの設定を推進する。 

・海外の大学との連携教育プログラムの研究・開発 

  双方向交流が可能となるよう、ダブルディグリーなども視野に入れた

大学間の連携プログラムの研究・開発を推進する。 

・帰国子女枠や長期留学経験者枠など特別枠の設定 

  国際感覚や高い語学力を有する優れた学生を確保する観点から、帰国

子女枠や長期留学経験者枠など海外経験を評価する入学試験制度を推

進する。 

・学習到達目標の設定 

特定分野の教育において一定程度の語学力の習得を卒業要件とする

など社会的ニーズを踏まえた到達目標を設定する。 

・大学の取組成果の可視化 

  各大学が自らのグローバル化の取組について、取組前と取組後の状況

分析を行うなど、大学の取組成果の可視化を推進する。 

      ・リカレント教育の充実 

 産学連携によるプログラム開発、民間企業からの寄附講座の充実など

により、グローバル社会人の育成のためのリカレント教育を充実する。 

    ③「日本人学生の海外留学を後押しする」 

・実用的な外国語教育の実施 

日本人学生の語学力向上を図るため、参加型・対話型・課題解決型の

授業を行うとともに、TOEFL、TOEIC等の活用により学生の語学力の評価

の徹底を図る。 

・外国語コースの設定や外国語による授業の推進（再掲） 

  外国人留学生が日本で学びやすい環境を整備するとともに、日本人学

生が語学力の向上を図る観点から、外国語コースの設定や外国語による

授業を推進する。 

・日本人学生の留学成果の可視化 

日本人学生の留学について、大学及び自らが留学前・留学後の状況分

析を行うなど、留学成果の可視化を推進する。 

・交換留学制度の拡充 

  姉妹校等との間の交換留学のプログラムを拡充する。 

  ・短期海外体験制度の整備 

長期留学の契機となるよう学生の短期海外体験を奨励するための制
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度を整備する。 

  ・大学独自の奨学金制度の充実 

    留学や海外体験のための奨学金制度を充実する。 

・留学支援のための体制整備 

留学先大学の状況、留学生OBの感想・評価など留学に関するための情

報のデータベース化を進めるなど情報提供体制を整備するとともに、留

学に関する相談体制や留学後の就職に関する相談体制を整備する。また、

現地における安全確保について、十分に情報提供を行うとともに、緊急

時の連絡体制を整備する。 

・外国人留学生との交流機会の拡充 

  各種イベント開催など外国人留学生との交流機会を拡充する。 

④「優れた外国人留学生を獲得する」 

・魅力ある教育プログラムの設定 

教育内容、指導教員、指導体制等の充実を図り、外国人留学生にとっ

て魅力ある教育プログラムを設定する。 

・外国語コースの設定や外国語による授業の推進（再掲） 

  外国人留学生が日本で学びやすい環境を整備するとともに、日本人学

生が語学力の向上を図る観点から、外国語コースの設定や外国語による

授業を推進する。 

・学位取得プログラムの確立（再掲） 

外国人留学生が日本の大学に留学し、当該大学の学位を取得すること

ができるプログラムの設定を推進する。 

・日本語教育プログラムの充実 

渡日前の海外事務所における事前指導の充実、大学における日本語教

育の充実、優れた教員の確保などにより、外国人留学生のための日本語

教育プログラムを充実する。 

・大学独自の奨学金制度の充実 

  外国人留学生のための奨学金制度を充実する。 

・留学生の受入れ支援のための体制整備 

渡日前の海外事務所における相談、訪日後の生活・教育相談の体制

の充実、保護者相談の体制の充実、生活・学習・就職の支援体制の充

実、外国人留学生OB会の整備、外国人留学生に関するデータベースの

整備など留学支援体制を整備する。 

・外国人留学生用の宿舎の整備 

 外国人留学生の家計負担を軽減するとともに、日本での生活のセット

アップを容易にするため、外国人留学生用の宿舎を整備する。 
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・日本人学生との交流機会の拡充 

  各種イベント開催など日本人学生との交流機会を拡充する。 

⑤「他国の大学づくりを支援する」 

・日本の高等教育をパッケージとして提供 

  優位な分野における教育プログラム、教育手法等の提供、優秀な教員

やスタッフの派遣、日本への留学制度、企業でのインターンシップなど

を教育パッケージ化して提供することにより、他国の大学づくりを支援

する。 

 

（２）企業の役割 

社会全体で優秀な人材を育成する観点から、企業は、学生の学業への専念を促

すとともに、大学のグローバル人材育成に係る取組や学生の留学等を支援する。

また、学生採用のグローバル化を進め、日本人学生の派遣及び外国人留学生の受

入れの環境づくりに協力する。 

①「企業の採用環境を変革する」 

      ・採用活動の早期化・長期化の是正 

        採用活動の早期化・長期化の是正を図り、日本人学生が安心して留学

できる環境を整備する。 

・採用スケジュールの弾力化・複線化 

   卒業後３年経った者についても新卒者と同様の採用基準とするなど

日本版「Gap Year」を定着させるよう取り組むとともに、通年採用の制

度的導入を推進する。 

・留学等の異文化体験に対する企業評価の明確化と積極的採用 

  留学等の異文化体験に対する企業評価を明確にするとともに、留学経

験のある日本人学生について、その経験を積極的に評価し、採用する。 

・企業が必要とする人材像（語学力、専門、キャリア等）の明確化 

  採用において、企業が必要とする人材像について、語学力、専門、キ

ャリアなどを含めて明確化を図る。 

・外国人採用の場合のキャリアパスの明確化 

  外国人留学生が日本企業に就職しやすくするため、外国人採用後のキ

ャリアパスについて明確化を図る。 

  ②「日本人学生の海外留学を支援する」 

・日本人学生に対する留学支援奨学金等の充実 

  優秀な日本人学生が留学するための企業奨学金を充実するとともに、

学生の奨学金について企業がその返済の支援を推進する。 

・現地支援ネットワークの構築 
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  企業が有するコネクション等を活用し、現地における日本人留学生の

生活支援のためのネットワークを構築する。 

・現地法人インターンシップ機会の充実（長中短期） 

  日本人学生のための現地法人における長・中・短期のインターンシッ

プ機会を充実する。 

    ③「外国人留学生の日本留学を支援する」 

・外国人留学生のための企業奨学金の充実 

  優秀な外国人留学生を確保するための企業奨学金を充実する。 

・外国人留学生への宿舎提供 

  外国人留学生の家計負担を軽減するとともに、日本での生活のセッ

トアップを容易にするため、企業宿舎の提供などにより外国人留学生

の宿舎確保を支援する。 

・国内法人インターンシップ機会の充実（長中短期） 

  外国人留学生のための国内法人における長・中・短期インターンシ

ップ機会を充実する。 

・現地法人等における日本留学に関する情報提供 

  優秀な外国人留学生を確保するため、現地法人等における日本留学

に関する情報提供を推進する。 

   ④「頑張る大学を支援する」 

     ・グローバル人材育成のための寄附講座の充実 

特定分野において、産学連携によるプログラム開発、講師派遣、国内

外における企業インターンシップ、海外留学支援などパッケージ化され

たグローバル人材育成に係る寄附講座を充実する。 

・正規授業等への講師派遣などにより大学の取組を支援 

    特定分野において企業人材を講師として派遣するなど、実践的、実学

的な高等教育の展開について、大学の取組を支援する。 

 

（３）国の役割 

国は、高等教育外交戦略の展開の必要性を認識した上で、日本人学生の受入れ

先を開拓するとともに優秀な外国人留学生を獲得するため、地域・国別、専門分

野等を考慮した戦略的な取組を展開する。また、オールジャパンとしての取組を

進める観点から、産学官の円滑な連携環境を整備するとともに、大学の先進的な

取組を支援してその効果を全国的に還元する。 

①「高等教育外交を展開する」 

・高等教育外交の戦略モデルの確立 

地域・国別、専門分野、学部・大学院、期間、派遣・受入などについ
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て、国としての基本方針を確立する。 

・外国の大学と日本の大学の連携強化 

国内主要大学への外国人留学生の受入れ、海外主要大学への日本人学

生の派遣、国内大学間ネットワークと海外大学とのマッチングなど大学

間交流を支援するとともに、単位互換の在り方など交流推進のための方

策を検討する。 

   ・海外主要大学との教育連携の促進 

海外主要大学の教育プログラムを日本人学生に提供する機会を確保

するため、海外主要大学の誘致、ダブルディグリー等の活用、教員交流

（著名研究者の招聘と特別集中講座の実施等）等を支援する。 

・高等教育のパッケージ提供（再掲） 

  優位な分野における教育プログラム、教育手法等の提供、優秀な教員

やスタッフの派遣、日本への留学制度、企業でのインターンシップなど

を教育パッケージ化して提供することにより、他国の大学づくりを支援

する。 

②「産学官連携の環境を整備する」 

     ・産学官連携プラットフォームの構築 

産学官の共同により、グローバル人材育成の進捗状況を把握しつつ、

懸案事項を整理・解決するため、恒常的な会議体など産学官プラットフ

ォームを構築する。 

・大学のグローバル化の取組の評価・検証 

各大学のグローバル化の取組及び取組による効果について、評価・検

証する。 

     ・グローバル人材育成のための省庁間連携の推進 

新成長戦略実現会議をはじめ関係省庁との連携を推進し、グローバル

人材育成をオールジャパンとして推進する。 

③「グローバル化推進事業を推進する」 

  ・高等教育におけるグローバル化の拠点づくり 

機能別拠点大学を整備し、ⅰ）具体的取組の支援、ⅱ）先導的モデル

の開発研究、ⅲ）先導的モデルの共有化などを行うとともに、拠点大学

を核としたネットワークを構築する。 

・世界展開を図るための仕組みづくり 

日本の大学の世界展開力を強化するため、アジアやアメリカなど戦略

的重点地域における高等教育ネットワークを構築する。 

（視点１）アジアにおける戦略的展開 

      （視点２）アメリカにおける戦略的展開 

・学生の異文化体験機会の充実（「内向き思考」からの脱却） 
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日本人学生の異文化理解を促進するとともに留学に対する関心を高

めるため、短期留学機会や国際ボランティア体験の機会等を充実する。

併せて、外国人留学生の日本理解を促進し、日本の大学への留学に対す

る関心を高めるため、短期留学機会を充実する。 

      ・留学生に対する奨学金制度の充実 

外国人留学生の日本留学や日本人学生の海外留学を支援する奨学金

を拡充する。 

・優秀な留学生に対する顕彰制度の創設 

       留学に対する学生のモティベーションの維持向上を図るため、優秀な

留学生に対する顕彰制度の創設を検討する。 

④「グローバル化推進事業を改善する」 

・事業の効果的・効率的な実施 

大学が本来実施すべき業務との区別の明確化、事業目的と手段の関係

の明確化、効果的・効率的実施等の観点から見直しを行う。具体的な方

向性は、別紙のとおり。 

    ⑤「初等中等教育と高等教育の連携を推進する」 

      ・初等中等教育におけるグローバル化の拠点づくり 

我が国の大学にとどまらず外国の大学に直接進学する学生を育成す

るため、高大連携による効果的な教育プログラムの研究・開発、留学機

会の拡充、異文化体験機会の拡充など先進的な取組を行う高等学校をグ

ローバル化拠点として整備する。 

      ・異文化体験に係る連携協力の強化 

初等中等教育における児童・生徒の異文化体験機会を充実させるため、

大学やABIC等の民間団体との連携強化を推進する。 

     ・英語教員等養成プログラムの充実 

教員養成系大学等において、海外の大学との連携による実践的な英語

教授法の開発、教員養成段階における異文化体験機会の充実など英語教

員等養成プログラムを充実する。 

・大学入学者選抜試験の改善 

高等教育のグローバル化の拠点等において、国際バカロレア認定コー

ス修了者、留学プログラム経験者等に対する特別選抜の実施、新学習指

導要領に対応した外国語能力を測定する入試の工夫やTOEFL、TOEIC等の

英語資格試験の活用などを奨励する。 

 

５．その他 

本戦略ビジョンは、まずは平成２３年度事業計画の立案や事業展開に適切に反映

させるとともに、平成２４年度以降の新しい取組にも反映させる必要がある。また、
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本戦略ビジョンが個別の大学や企業に深く浸透して確実に実施するため、また、学

生や保護者に本戦略ビジョンや各取組の趣旨が正しく伝えるため、ステークホルダ

ーの活用など具体的な広報戦略をもって進めることが重要である。 

各実施主体がそれぞれの改革についてスピード感をもって進めるとともに、毎年

度、事業についての検証・評価を行い、その結果を公表することが重要である。 

 

 

                  産学連携によるグローバル人材育成推進会議 
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（別紙） 
 

国が実施するグローバル化推進事業の見直しの方向性について 

 

 

１．大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業 

  【基本コンセプト】 

・１３大学と国際化に積極的な大学のネットワーク化、コンソーシアム化を図

り、形成された教育資源・成果の共有・普及 

  日本の全大学の国際化努力を結集し、誰もがフォロー可能な存在に 

・英語コース開設要件の見直しと経費の使途の弾力化  

  日本人学生も留学生も、他大学の学生も第一級の英語の授業を受講可能に 

・メリハリをつけた支援の実施 等 

 

【改善ポイント】 

・教育プログラムにおける他大学との連携、教育資源の共有 

国際化は一大学では困難、連携により効果を増幅、また国際スタンダードの

カリキュラムも一気に普及 

・産業界と連携した教育プログラムの構築、連携体制の構築 

各大学ごとに連携する企業や団体を明確化、受け入れる留学生が国内外を問

わず卒業後活躍することが、日本人学生の海外での活躍への刺激に 

・学部と大学院双方での英語コース必置の見直し 

・日本人学生の英語コースへの積極的な受講 

・平成２３年度における厳格な中間評価の実施とその反映 等 

 

２．大学の世界展開力強化事業 

【基本コンセプト】 

・選抜対象・方法等の見直し 

一定のポテンシャルを有し、将来的にその分野において国際スタンダードを

構築できるような構想を選定 

日中韓・日米首脳会談を踏まえ、地域戦略を明確にしたメニューの設計 

・単価の見直しによる経費節減等の推進 

 

【改善ポイント】 

・日中韓政府が検討を進める質の保証を伴った大学間交流ガイドラインを踏まえ、

学位プログラムの形成、大学教育情報の発信など、教育改革のモデルとなるプ

ログラムを選定 

  シラバスの整備、成績評価の水準を両国間で明確にさせることをルール化す

る初めての取組 

・日中韓のトライアングル交流を中心としつつ、ＡＳＥＡＮとの交流や、日中、

日韓の二国間の交流も対象。 
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・双方向の交流を重視するが、日本人学生の派遣、外国人留学生の受入れのみを

行う協働教育プログラムも支援。 

・専門性の高い第三者機関による審査、透明度の高いモニタリング 

・既に取組を開始し、熟度の高い検討が進められているものを対象 

・アジアや米国等の大学との交流枠組みのパイロットプログラムとして、質の高

い協働で教育を行うプログラムを支援 

      

３．ショートビジット・ショートスティ 

【基本コンセプト】 

・米国やアジア地域との交流を重点的に支援し、日本人学生の海外派遣の潮流を

形成 

  地域戦略と連動しつつ、学生のニーズや国益に資する観点から戦略的に選定 

・単位付与を可能とするプログラムの開発、その後海外への再度の留学に挑戦す

るような意識付けを狙うプログラムを評価 

     単なる「お遊び留学」ではない、厳格な成績評価、学修内容と学修量に基づい

たプログラムでなければ選定しない 
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産学官によるグローバル人材の育成のための戦略

（概要）
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発
信
す
る

日
本

の
高

等
教

育
を
世

界
に
向

け
て
発

信
し
、
優

秀
な
外

国
人

留
学

生
を
確

保
す
る
と
と
も
に
外

国
人

留
学

生
と
日

本
人

学
生

が
互

い
に
切

磋
琢

磨
す
る
た
め
の

国
内

環
境

の
国

際
化

を
目

指
す
。

◇
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
に
合
っ
た
社
会
環
境
に
変
革
す
る

産
学

官
が

協
力

し
、
社

会
全

体
で
グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
を
育

成
す
る
た
め
の

環
境

づ
く
り
を
行

い
、
社

会
構

造
の

変
革

を
目

指
す
。

大
学
、
企
業
及
び
国
は
、
関
係
団
体
等
と
の
緊
密
な
連

携
・協

力
の

下
、
戦

略
ビ
ジ
ョ
ン
の

達
成

に
努

め
る

グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
を
育

成
す
る
た
め
に
は

、
大

学
自

体
が

世
界

に
開

か
れ

た
大

学
と
な
り
、
日

本
人

学
生

の
海

外
留

学
や

外
国

人
留

学
生

の
受

入
れ

の
た
め
の

体
制

を
整

備
す
る
こ
と
が

必
要

。

産
学

官
を
通

じ
、
社

会
全

体
で
高

等
教

育
の

国
際

化
と
グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
の

育
成

に
取

り
組

み
、
教

育
環

境
や

就
職

環
境

な
ど
社

会
構

造
そ
の

も
の

を
グ
ロ
ー
バ

ル
化

す
る
こ
と
が

必
要

。

○ ○

基
本

方
針

基
本

方
針

-  21 -



大
学

は
、
自

ら
が

グ
ロ
ー
バ

ル
社

会
に
対

応
し
た
存

在
と
な
る
と
と
も
に
、
教

育
内

容
や

教
育

方
法

を

改
善

し
、
世

界
の

学
生

に
と
っ
て
魅

力
あ
る
高

等
教

育
を
提

供
す
る
。
ま
た
、
日

本
人

学
生

の
海

外

留
学
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
優
秀
な
外
国
人
留
学
生
を
獲
得
す
る
た
め
の
環
境
整
備
を
行
う
。

①
国
際
的
な
通
用
性
を
確
保
し
、
魅
力
あ
る
教
育
を
提
供
す
る

魅
力

あ
る
教

育
の

提
供

、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
明
確
化
や
質
保
証
の
取
組
の
国
際
標
準
化

、
効
果
的
な
教
育
方
法
の
活
用

、

教
員
の
指
導
力
強
化
、
教
育
達
成
度
を
測
る
手
法
の
確
立
、
フ
ァ
カ
ル

テ
ィ
・
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
の

実
施

②
大
学
自
体
が
グ
ロ
ー
バ
ル
化
す
る
た
め
に

グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
し
た
体
制
整
備
、
優
秀
な
外
国
人
教
員
の
確
保
、
９
月
入
学
な
ど
柔
軟
な
入
学
時
期
の

設
定
、
外
国
語
コ
ー
ス
の
設
定
や
外
国
語
に
よ
る
授
業
の
推
進
、
海
外
の
大
学
と
の
連
携
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

研
究
・
開
発
、
大
学
の
取
組
成
果
の
可
視
化

等

③
日
本
人
学
生
の
海
外
留
学
を
後
押
し
を
す
る

実
用
的
な
外
国
語
教
育
の
実
施
、
日
本
人
学
生
の
留
学
成
果
の
可
視
化
、
交
換
留
学
制
度
の
拡
充
、

短
期
海
外
体
験
制
度
の
整
備
、
大
学
独
自
の
奨
学
金
制
度
の
充
実
、
留
学
支
援
の
た
め
の
体
制
整
備
、

外
国
人
留
学
生
と
の
交
流
機
会
の
拡
充

等

④
優
れ
た
外
国
人
留
学
生
を
獲
得
す
る

魅
力

あ
る
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
設
定
、
日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
、
大
学
独
自
の
奨
学
金
制
度
の
充
実
、

留
学
生
の
受
入
れ
支
援
の
た
め
の
体
制
整
備
、
日
本
人
学
生
と
の
交
流
機
会
の
拡
充

等

⑤
他
国
の
大
学
づ
く
り
を
支
援
す
る

日
本

の
高

等
教

育
（
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
教

育
手

法
、
教

員
等

派
遣

、
日

本
へ

の
留

学
等

）
を
パ

ッ
ケ
ー
ジ
と
し
て
提

供

具
体

的
方

策
（

大
学

の
役

割
）

具
体

的
方

策
（

大
学

の
役

割
）
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社
会
全
体
で
優
秀
な
人
材
を
育
成
す
る
観
点
か
ら
、
企
業
は
、
学
生

の
学
業
へ
の
専
念
を
促
す
と
と
も
に
、

大
学
の
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育

成
に
係
る
取
組
や
学
生
の
留
学
等
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
学
生
採
用
の
グ
ロ

ー
バ
ル
化
を
進
め

、
日
本
人
学
生
の
派
遣
及
び
外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ
の
環
境
づ
く
り
に
協
力
す
る

。

①
企
業
の
採
用
環
境
を
変
革
す
る

採
用

活
動

の
早

期
化

・
長

期
化

の
是

正
、
採

用
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

の
弾

力
化

・
複

線
化

、
留
学
等
の
異
文
化
体
験
に
対
す
る
企
業
評
価
の
明
確
化
と
積
極
的
採
用
、

企
業
が
必
要
と
す
る
人
材
像
（
語
学
力
、
専
門
、
キ
ャ
リ
ア
等
）
の
明
確
化
、

外
国
人
採
用
の
場
合
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
明
確
化

②
日
本
人
学
生
の
海
外
留
学
を
支
援
す
る

日
本

人
学

生
に
対

す
る
留

学
支

援
奨

学
金

の
充

実
、
現

地
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築

、
現
地
法
人
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
機
会
の
充
実
（
長
中
短
期
）

③
外
国
人
留
学
生
の
日
本
留
学
を
支
援
す
る

外
国

人
留

学
生

の
た
め
の

企
業

奨
学

金
の

充
実

、
外

国
人

留
学

生
へ

の
宿

舎
提

供
、

国
内
法
人
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
機
会
の
充
実
（
長
中
短
期
）
、

現
地
法
人
等
に
お
け
る
日
本
留
学
に
関
す
る
情
報
提
供

④
頑
張
る
大
学
を
支
援
す
る

グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
育

成
の

た
め
の

寄
附

講
座

の
充

実
、

正
規
授
業
等
へ
の
講
師
派
遣
な
ど
に
よ
り
大
学
の
取
組
を
支
援

具
体

的
方

策
（

企
業

の
役

割
）

具
体

的
方

策
（

企
業

の
役

割
）
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国
は

、
高

等
教

育
外

交
戦

略
の

展
開

の
必

要
性

を
認

識
し
た
上

で
、
日

本
人

学
生

の
受

入
れ

先
を
開

拓
す
る
と
と
も
に
優
秀
な
外
国
人
留
学
生
を
獲
得
す
る
た
め
、
地
域
・
国
別
、
専
門
分
野
等
を
考
慮
し
た
戦
略
的

な
取
組
を
展
開
す
る
。
ま
た
、
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
と
し
て
の
取
組
を
進
め
る
観
点
か
ら
、
産
学
官
の
円
滑
な
連

携
環
境
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
大
学
の
先
進
的
な
取
組
を
支
援
し
て
そ
の
効
果
を
全
国
的
に
還
元
す
る
。

①
高
等
教
育
外
交
を
展
開
す
る

高
等
教
育
外
交
の
戦
略
モ
デ
ル
の
確
立
、
外
国
の
大
学
と
日
本
の
大
学
の
連
携
強
化
、

海
外
主
要
大
学
と
の
教

育
連
携
の
促
進
、
高
等
教
育
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
提
供

②
産
学
官
連
携
の
環
境
を
整
備
す
る

産
学
官
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
、
大
学
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
取
組
の
評
価
・
検
証
、

グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
育

成
の

た
め
の

省
庁

間
連

携
の

推
進

③
グ
ロ
ー
バ
ル
化
推
進
事
業
を
推
進
す
る

高
等
教
育
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
拠
点
づ
く
り
、
世
界
展
開

を
図
る
た
め
の
仕
組
み
づ
く
り
、

学
生

の
異

文
化

体
験

機
会

の
充

実
、
留

学
生

に
対

す
る
奨

学
金

制
度

の
充

実
等

④
グ
ロ
ー
バ
ル
化
推
進
事
業
を
改
善
す
る

事
業

の
効

果
的

・
効

率
的

な
実

施

⑤
初
等
中
等
教
育
と
高
等
教
育
の
連
携
を
推
進
す
る

初
等

中
等

教
育

に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ

ル
化

の
拠

点
づ
く
り
、
異

文
化

体
験

に
係

る
連

携
協

力
の

強
化

英
語

教
員

等
養

成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

充
実

、
大

学
入

学
者

選
抜

試
験

の
改

善

具
体

的
方

策
（

国
の

役
割

）
具

体
的

方
策

（
国

の
役

割
）
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○
本

戦
略

ビ
ジ
ョ
ン
は

、
平

成
２
３
年

度
事

業
計

画
の

立
案

、
事

業
展

開
や

、
平

成
２
４
年

度
以

降
の

新
し
い
取

組
に
も
反

映
さ
せ

る
こ
と
が

必
要

○
本

戦
略

ビ
ジ
ョ
ン
が

個
別

の
大

学
や

企
業

に
深

く
浸

透
し
て
確

実
に
実

施
す
る
た
め
、
ま
た
、
学

生
や

保
護

者
に
本

戦
略

ビ
ジ
ョ
ン
や

各
取

組
の

趣
旨

が
正

し
く
伝

え
る
た
め
、
具

体
的

な
広

報
戦

略
を
も
っ
て

進
め
る
こ
と
が
重
要

○
毎

年
度

、
事

業
に
つ
い
て
の

検
証

・
評

価
を
行

い
、
そ
の

結
果

を
公

表
す
る
こ
と
が

重
要

そ
の

他
そ

の
他

産
学

連
携

に
よ

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

育
成

推
進

会
議

産
学

連
携

に
よ

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

育
成

推
進

会
議

委
員

名
簿

委
員

名
簿

市
村

泰
男

伊
藤

元
重

河
田

悌
一

岸
本

治
白

石
隆

土
居

丈
朗

新
浪

剛
史

谷
内

正
太
郎

涌
井

洋
治

社
団
法
人
日
本
貿
易
会
常
務
理
事

東
京
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
教
授

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
理
事
長

ソ
ニ
ー
株
式
会
社
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
開
発
部
門
部
門
長

政
策

研
究

大
学

院
大

学
教

授
、
内

閣
府

総
合

科
学

技
術

会
議

議
員

慶
應
義
塾
大
学
経
済
学
部
教
授

株
式
会
社
ロ
ー
ソ
ン
代
表
取
締
役
社
長

東
京
電
力
株
式
会
社
顧
問

日
本

た
ば

こ
産

業
株

式
会

社
取

締
役

会
長

座
長
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平成２２年１２月７日
文 部 科 学 省
文部科学副大臣決定

産学連携によるグローバル人材育成推進会議の設置について

１．目的

急速に進むグローバル化に対応した人材の育成と、これを目指した産学連
携による国際化戦略の構築は喫緊の課題であることから、その方向性につい
て検討を行う。

このことに関連して、文部科学省が実施する国際化拠点整備事業（グロー
バル３０）及び大学の世界展開力強化事業等につき、大学関係者並びにグロ
ーバルに展開する企業をはじめとする民間の意見も踏まえ、抜本的な見直し
の在り方につき検討を行う。

２．調査審議事項

・産学連携によるグローバル人材育成の在り方
・国際化拠点整備事業（グローバル３０）、大学の世界展開力強化事業、日
中韓等の大学間交流を通じた高度専門職業人育成事業等の在り方

・その他必要な事項

３．会議の構成等

・会議の構成は別紙のとおりとする。
・なお、必要に応じて、別紙以外の者を追加することができるものとする。

４．守秘義務

・委員等は、調査審議に関する秘密を他に漏らしてはならないものとする。

５．委嘱期間

・本会議の任期は、設置の日から平成２３年３月３１日までとする。

６．その他

・この会議に関する庶務は、高等教育局高等教育企画課国際企画室が処理す
る。

・その他の会議の運営に関する事項は、必要に応じ会議に諮って定める。
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産学連携によるグローバル人材育成推進会議 委員名簿

市 村 泰 男 社団法人日本貿易会常務理事

伊 藤 元 重 東京大学大学院経済学研究科教授

河 田 悌 一 日本私立学校振興・共済事業団理事長

岸 本 治 ソニー株式会社グローバル人材開発部門部門長

白 石 隆 政策研究大学院大学教授、内閣府総合科学技術会議議員

土 居 丈 朗 慶應義塾大学経済学部教授

新 浪 剛 史 株式会社ローソン代表取締役社長

谷 内 正太郎 東京電力株式会社顧問

涌 井 洋 治 日本たばこ産業株式会社取締役会長

-  30 -



産学連携によるグローバル人材育成推進会議

審議経過

○第１回 平成２２年１２月８日

議題：（１）産学連携によるグローバル人材育成の在り方について

○第２回 平成２３年１月２０日

議題：（１）平成２３年度の大学の国際化関係事業について

（２）産学連携によるグローバル人材育成の在り方について

○第３回 平成２３年２月２４日

議題：（１）産学連携によるグローバル人材育成の在り方について

○第４回 平成２３年３月１０日

議題：（１）産学連携によるグローバル人材育成の在り方について
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平成２２年１２月　文部科学省集計

　　ユネスコ文化統計年鑑、OECD、IIE等における統計による、日本人の海外留学者数の推移

○日本から海外への留学者数の推移

（出典）　ユネスコ文化統計年鑑、OECD「Education at a Glance」、IIE「Open Doors」、中国教育部、台湾教育部

○主な留学先・留学者数（2008年）

留学者数 （前年数）

1 アメリカ合衆国 29,264 (33,974) △4,710人 △13.9%

2 中　　　　　国 16,733 (18,640) △1,907人 △10.2%

3 イ　ギ　リ　ス 4,465 (5,706) △1,241人 △21.7%

4 オーストラリア 2,974 (3,249) △275人 △8.5%

5 ド　　イ　　ツ 2,234 (2,385) △151人 △6.3%

6 台　　　　　湾 2,182 (2,297) △115人 △5.0%

7 カ　　ナ　　ダ 2,169 (1,611) 558人 34.6%

8 フ　ラ　ン　ス 1,908 (2,071) △163人 △7.9%

9 韓　　　　　国 1,062 (1,235) △173人 △14.0%

10 ニュージーランド 1,051 (958) 93人 9.7%

そ　　の　　他 2,791 (3,030) △239人 △7.9%

66,833 (75,156) △8,323人 △11.1%

（出典及び留学生の定義）
・IIE「Open Doors」
　　アメリカ合衆国の高等教育機関に在籍している、アメリカ市民（永住権を有する者を含む）以外の者
・在日中国大使館教育部
　　学生ビザ（Xビザ《留学期間が180日以上》）で中国の大学に在学している者
・台湾教育部
　　

国・地域

合　　　　計

対前年比

66,833

76,492

75,15680,023

76,464

75,586

64,284

62,324

59,460

59,468

15,485

15,335
14,29715,246

78,151

82,945

55,145
51,295
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74,551

79,455
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22,798

26,893

32,609 39,258
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50,000
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90,000

100,000

83年 84年 85年 86年 87年 88年 89年 90年 91年 92年 93年 94年 95年 96年 97年 98年 99年 00年 01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年

（人）

日 本 人 の 海 外 留 学 状 況

（出典及び留学生の定義）
　　・IIE「Open Doors」
　　　　アメリカ合衆国の高等教育機関に在籍している、アメリカ市民（永住権を有する者を含む）以外の者
　　・中国大使館教育部
　　　　学生ビザ（Xビザ《留学期間が180日以上》）で中国の大学に在学している者
　　・台湾教育部
　　　　台湾の高等教育機関に在籍している者（短期留学生を含む）
　　・OECD「Education at a Glance」
　　　　高等教育機関に在籍する、「受け入れ国に永住・定住していない」または「直前の教育段階の教育を他国で受けた」学生
        で、正規課程に属する者（交換留学生を含まない）
　　・ユネスコ文化統計年鑑
　　　　高等教育機関に在籍する、「受入れ国に永住・定住していない」または「直前の教育段階の教育を他国で受けた」または
        「受入れ国の国籍を有しない」学生
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ｘ 
米国大学の留学生に占める日本・中国・インド・韓国の留学生シェアの推移  

      
年 度 日 本 中 国 インド 韓 国 

1993 9.7% - 7.7% 6.9% 

1994 10.0% 8.7% 7.4% 7.4% 

1995 10.0% 8.7% 7.0% 8.0% 

1996 10.1% 7.8% 6.7% 8.1% 

1997 9.8% 9.8% 7.0% 8.9% 

1998 9.5% 10.4% 7.6% 8.0% 

1999 9.1% 10.6% 8.2% 8.0% 

2000 8.4% 10.9% 9.9% 8.3% 

2001 8.0% 10.8% 11.5% 8.4% 

2002 7.8% 11.0% 12.7% 8.8% 

2003 7.1% 10.8% 13.9% 9.2% 

2004 7.5% 11.1% 14.2% 9.4% 

2005 6.9% 11.1% 13.5% 10.5% 

2006 6.1% 11.6% 14.4% 10.7% 

2007 5.4% 13.0% 15.2% 11.1% 

2008 4.4% 14.6% 15.4% 11.2% 

2009 3.6% 18.5% 15.2% 10.4% 

出典： IIE「Open Doors」Institute of International Education  

  

 日本人学生の割合が減少した理由 
        ・インド、中国、韓国人学生数の急増 
        ・日本人人口の急激な高齢化 
                  （「OPEN DOORS FACT SHEET: JAPAN」より） 

米国大学に留学した日本人学生数の推移(1954-2009)
出典：Open Doors, IIE
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学部 割合 67.5% 68.5% 68.4% 68.0% 64.0% 63.1% 61.3% 57.3% 52.6%

人数 31,588 31,489 27,925 28,708 24,759 22,247 20,831 16,770 13,067

大学院 割合 20.7% 20.7% 21.3% 20.1% 20.7% 19.9% 20.2% 21.5% 21.7%

人数 9,691 9,516 8,681 8,497 8,025 7,008 6,878 6,287 5,391

その他 割合 11.8% 10.8% 10.3% 11.9% 15.3% 17.0% 18.5% 21.2% 25.7%

人数 5,531 4,955 4,229 5,010 5,928 6,027 6,265 6,207 6,384

合計 人数 46,810 45,960 40,835 42,215 38,712 35,282 33,974 29,264 24,842

※１：出典元：IIE「Open Doors」Institute of International Education

2007 2008 2009
　　　　　　　年
　課程

2001 2002 2003 2004 2005 2006

46,810 45,960

40,835
42,215
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年

米国における日本人留学生数在籍課程別割合
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出典：第４回新入社員のグローバル意識調査 学校法人産業能率大学（２０１０年７月）

新入社員のグローバル意識調査
（海外勤務について）

○海外で働きたいとは思わない新入社員が約半数。しかしながら、留学経験者では、海外で
　働きたいと思う層が８５％。

○海外で働きたいとは思わない新入社員が増加する一方で、どんな国・地域でも働きたいと
　思う層が増加し、二極化が進行。

調査対象：２０１０年度に新卒入社した新入社員（１８歳～２６歳）　４００人

○社員が海外赴任に積極的になると思う施策の第１位は語学研修の実施。海外勤務で不安なこと
　第２位の「言葉」との関係が考えられる。その他一定レベルの英語習得義務付けや一定期間の
　海外派遣義務付け、外国人の積極的な採用等、大学のグローバル化（語学力の強化、海外留学の
　推進、留学生の受入れ推進等）に関係のある施策が上位。

今後海外で働きたいと思うか

21.8

48.1

27.0

20.9

36.7

24.0

57.3

15.2

49.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

留学経験なし

留学経験あり

２０１０年度全体

どんな国・地域でも働きたい 国・地域によっては働きたい 働きたいとは思わない

今後海外で働きたいと思うか（経年比較）

24.2 18.0 27.0

47.1
45.8 24.0

28.7 36.2
49.0

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

２００４年度 ２００７年度 ２０１０年度

どんな国・地域でも働きたい 国・地域によっては働きたい 働きたいとは思わない

☆社員が海外赴任に積極的になると思う施策
　１位　語学研修の実施（５７．５％）
　２位　海外旅行の金銭的補助（３５．５％）
　３位　一定レベルの英語習得義務付け（３２．０％）
　４位　一定期間の海外派遣義務付け（３２．０％）
　５位　外国人を積極的に採用する（３０．８％）

☆海外勤務で不安なこと
　１位　治安（８４．８％）
　２位　言葉（７８．５％）
　３位　食事（６４．３％）
　４位　現地での人間関係の構築（５２．８％）
　５位　住環境（４９．０％）
　６位　異文化への適応（４４．３％）
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出典：労働者の国際移動に関する世論調査　内閣府（平成２２年７月調査）

外国での就労に対する意識

○外国での就労への関心がない若年層（２０～２９歳）は約６割。

調査対象：全国２０歳以上の者３０００人（有効回収率６３．８％）

○若い世代が外国で働く経験を積むべきと考えている人は、約７割。

○外国での就労で気になることや外国での就労に関心がない理由等で、語学力が上位に
　挙げられている。

☆外国での就労で気になること
　１位　治安　　　　　　（７０．５％）
　２位　語学力　　　　（６３．２％）
　３位　生活衛生面　（３７．３％）
　４位　家族の生活　（３４．７％）
　５位　収入の見通し（２７．３％）
　６位　勤務先での人間関係
　　　　　　　　　　　　　（２４．０％）

☆外国での就労に関心がない理由
　１位　語学力に自信がない
　　　　　　　　　　　　　　　　（５２．３％）
　２位　外国で生活することに不安を
　　　　感じる　　　　　　　　　（４７．１％）
　３位　家族や友人と離れたくない
　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４．６％）
　４位　外国で働くために必要な情報を
　　　　知らない　　　　　　　　（３０．３％）

外国での就労への関心
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積むべきだと思う　72.7％

☆若い世代が外国で働くために必要なこと
　１位　語学の教育を受けること
　　　　　　　　　　　　　　　　（７９．６％）
　２位　ビジネスマナーに代表される、
　　　　外国の文化や習慣を理解
　　　　すること　　　　　　　　（５１．７％）
　３位　海外留学を経験すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９．５％）
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・
活

用
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よ
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2
0
0
3
年
以
降
、
欧
州
、
米
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中
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ア
ジ
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リ
ク
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ー
ト
セ
ン
タ
ー

を
設

置
し
、
現

地
に
お
け
る
新

卒
採

用
を
積

極
的

に
実
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更
に
2
0
1
2
年
度
は
、
新

卒
採
用
1
0
0
0
名
程
度
に
拡
大
、
う
ち
２
／
３
は

外
国
人
採
用
を
予
定

2
0
0
8
年
入
社
の
定
期
採
用
よ
り
、
外

国
人
留
学
生
の
採
用
を
本
格
的
に

ス
タ
ー
ト
、
2
0
0
9
年

度
は
中

国
・
韓

国
・
台

湾
・
ベ
ト
ナ
ム
な
ど
か
ら
採

用
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ＴＯＥＦＬテスト（iＢＴ）各国別比較

（各項目とも満点は３０点）

Native Country Reading Listening Speaking Writing Total

Japan 17 16 16 18 67

China 20 17 18 20 76

Hong Kong 19 20 20 22 81

India 22 22 23 23 90

Korea 21 20 19 21 81

Singapore 25 25 24 26 99

Taiwan 19 18 19 19 74

ETS-Test and Score Data Summary for TOEFL Internet-based and Paper-based Tests

JANUARY 2009-DECEMBER 2009 TEST DATA

参考 スコア換算表（目安）

ＴＯＥＦＬ（ｉＢＴ） ＴＯＥＦＬ（ＰＢＴ） ＴＯＥＩＣ

１００ ６００ ８７０

８０ ５５０ ７３０

６７ ５１７ ６３５
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ＴＯＥＩＣ新入社員データ
出典：ＥＴＳ　TOEICNewsletter　2010年度新入社員スコア特集

ＴＯＥＩＣ新入社員データ
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2490(7.2%)

2026(5.9%)

1797(5.2%)

1365(3.9%)

1065(3.1%)

906(2.6%)

760(2.2%)

970(2.8%)

0 1000 2000 3000 4000 5000

10～

45～

95～

145～

195～

245～

295～

345～

395～

445～

495～

545～

595～

645～

695～

745～

795～

845～

895～

-  39 -



国連関係機関に勤務する日本人職員数の推移（専門職以上）
出典：外交青書２００９　ｐ１８２

国連関係機関に勤務する日本人職員数の推移（専門職以上）
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海外留学者数と経済指標等

○海外留学者数は、名目ＧＤＰや世帯平均可処分所得といった経済指標などと相関関係が見られる。

○海外留学者数とは直接関係はないものの、国内大学生（下宿生）への仕送り額は年々減少している。

海外留学者数と名目ＧＤＰ

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007

200

250

300

350

400

450

500

550

人 兆円

海外留学者数

名目ＧＤＰ

出典：内閣府経済社会総合研究所
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe104/gaku-mfy1041.csv

海外留学者数と世帯平均可処分所得

0
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60,000
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90,000
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200
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300

350

400

450

500
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600
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海外留学者数

世帯平均可処分所得

出典：平成２１年国民生活基礎調査
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001065889

海外留学者数と国内大学生（下宿生）への仕送り
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10,000
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20

40

60

80

100

120

140
人 万円（年額）

海外留学者数

仕送り（下宿生）

出典：「学生生活実態調査」
　　　　全国大学生活協同組合連合会
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海外留学者数と海外出国者数（旅行等を含む。）等

○海外留学者数と旅行等を含めた海外出国者（15～24歳）数とは相関関係が見られる。

○若年層（１５～２４歳）の海外出国者は他の世代と比べ、近年消極的な傾向が見られる。

若年層（15～24歳）の海外出国者（他の世代との対比）

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008

15～24歳の海外出国者（他の世代との
対比）

算出方法：（15歳～24歳の海外出国者数/全体の海外出国者数）／（15歳～24歳の人口/全体の人口）
　　　　　　　１を超えると他の世代より相対的に海外出国者が多く、１未満であれば他の世代よりも相対的に海外出国者が少な
い。
出典：国立社会保障・人口問題研究所　人口統計資料集

海外留学者数と旅行等を含めた海外出国者（15～24歳）数
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15～24歳海外出国者数
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出典：出入国管理統計表（法務省）
http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html
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入
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数
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R
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○
各
国
に
お
け
る
国
際
化
戦
略

○
２
０
１
２
年

ま
で
に
１
５
万
人
（
0
8
年
現
在
８
万
６
千
人
）
の
外

国
人

留
学

生
受

入
れ
を
目

指
し

て
い
る
。

・
２
０
０
３
年
に
「
教
育
ハ
ブ
構
想
」
を
打
ち
出
し
、
世
界
か
ら
有
名
大
学
院
を
誘
致
し
留
学

生
を
呼
び
込
む
な
ど
、
ア
ジ
ア
の
教
育
拠
点
を
目
指
し
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い
る
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進
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が
な
さ
れ
る
留
学
生
数
を
１
０
０
万
人
に
増
や
す
（
0
7
年
現

在
２
６
万
人
）
こ
と
を
目

標
と
す
る
「
サ
イ
モ
ン
留
学

基
金

法
案

」
を
審

議
中
。

米
国

○
２
０
１
０
年

ま
で
に
留
学
生
を
１
０
万
人
増
加
（
0
8
年
現
在
４
２
万
人
）
し
、
英
国
に
１
万
人
以

上
留
学
生
を
送
る
国
を
２
倍
に
増
や
す
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

○
ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
・
カ
ウ
ン
シ
ル
が
世
界
１
１
０
カ
国
・
地
域
１
９
７
都
市
に
展
開

イ
ギ
リ
ス

○
１
９
９
８
年

に
エ
デ
ュ
フ
ラ
ン
ス
（
政
府
留

学
局

）
設
置
し
て
以
降
、
外
国
人
留
学
生
受
入
れ

数
が
急
増
。

○
現
在
は
エ
デ
ュ
・
フ
ラ
ン
ス
を
改
組
し
た
キ
ャ
ン
パ
ス
フ
ラ
ン
ス
事
務
所
を
世
界
８
０
カ
国
・
地

域
１
１
３
箇
所
に
設
置
。

・
世
界
ト
ッ
プ
２
０
の
う
ち
２
大
学

、
１
０
０
の

う
ち
１
０
大
学
を
フ
ラ
ン
ス
の
大
学
で
占
め
る
こ

と
を
目
指
す
旨
表

明

・
大
学
キ
ャ
ン
パ
ス
を
刷
新
し
、
優
れ
た
教
育
研
究
に
よ
り
大
学
を
世
界
最
高
レ
ベ
ル
に

引
き
上
げ
る
た
め
、
１
０
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
選
出
し
総
額
５
０
億
ユ
ー
ロ
（
約
６
，
５
０
０
億
円
）

を
支
援
（
２
０
０
９
年

よ
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
）

フ
ラ
ン
ス

○
２
０
１
２
年

ま
で
に
３
０
万
人
（
0
8
年
現
在
２
３
万
人
）
の
外
国
人
留
学
生
受
入
れ
、
◎
１
０
万

人
以
上
の
ド
イ
ツ
人
学
生
派
遣
（
0
7
年
現

在
８
万

６
千

人
）
を
目
指

し
て
い
る
。

○
Ｄ
Ａ
Ａ
Ｄ
（
ド
イ
ツ
学
術
交
流
会
）
が
世
界
１
４
カ
国
１
４
都
市
に
海
外
事
務
所
を
設
置
す
る
ほ

か
、
世
界

各
地
に
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
を
設

置
。

・
国
際
競
争
力
強
化
の
た
め
、
研
究
大
学
、
拠
点
に
対
し
て
総
額
１
９
億
ユ
ー
ロ

（約
２

，
５
０
０
億
円
）
を
支
出
す
る
「
エ
ク
セ
レ
ン
ス
構
想
」
を
発
表

・
英

語
で
学

位
を
取

得
可
能
な
コ
ー
ス
の

設
置
を
促

進
（
現

在
は

６
４
８
コ
ー
ス
が

設
置
）

ド
イ
ツ

○
学

生
受
入

れ
、
◎

学
生

派
遣
の

増
加
に
向

け
た
取

組

（
数
値
目

標
の
設

定
、
海

外
現
地

で
の

情
報
提
供

機
関

の
設

置
等

）

国
際

化
拠
点

の
形

成
に
向

け
た
取

組

（
重

点
支

援
大
学

の
選

定
、
英
語

コ
ー
ス
の

設
置

等
）

各
国

に
お
い
て
は

、
グ
ロ
ー
バ

ル
な
大

学
間

競
争

が
激

化
す
る
中

で
、
留

学
生

を
増

や
す
と
と
も
に
、
高

い
国

際
競

争
力

を
有

し
、
国

際
化

の
拠

点
と
な
る
大

学
へ

の
重

点
的

な
支

援
を
積

極
的

に
実

施
し
て
い
る
。
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外
国

の
大

学
と
、
交

流
協

定
に
基

づ
く
単

位
互

換
制

度
を
実

施
し
て
い
る
大

学
は

24
6大

学
で
あ
り
、
全

大
学

の
32

.9
％

に
達

し
て
い
る
。

（
２
）
単

位
互

換
の

実
施

状
況

（
平

成
20

年
度
）

（
１
）
単

位
互

換
制

度
の

概
要

日
本
の
大
学

日
本
の
大
学

外
国
の
大
学

外
国
の
大
学

日
本

の
大

学
で
修

得
し
た
単

位

（
６
４
単

位
以

上
）

外
国

の
大

学
で
修

得
し
た
単

位

（
６
０
単

位
以

内
）

組
織

教
育
課
程
（
学
部
の
場
合
）

（
日

本
の

大
学

で
修

得
し
た
も
の

と
み

な
す
）合

計
：
12

4単
位
以
上

○
昭

和
４
７
年

の
大

学
設

置
基

準
改

正
に
よ
り
、
学

生
が

他
の

大
学

又
は

短
期

大
学

に
お
い
て
履

修
し
た
授

業
科

目
に
つ
い
て
修

得
し
た
単

位
を
当

該
大

学
に
お
け
る

授
業

科
目

の
履

修
に
よ
り
修

得
し
た
も
の

と
み

な
す
こ
と
が

で
き
る
こ
と
が

可
能

（
学

部
の

場
合

、
卒

業
要

件
の

１
２
４
単

位
の

う
ち
修

得
で
き
る
上

限
は

３
０
単

位
）

○
平

成
１
１
年
よ
り
、
単

位
互

換
の

上
限

が
拡

大
さ
れ

、
学

部
の

場
合

６
０
単

位
ま
で
単

位
互

換
が

可
能

○
複

数
大

学
間

に
お
け
る
単

位
互

換
等

を
活

用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
双

方
の

大
学

に
お
い
て
そ
れ

ぞ
れ

の
学

位
を
授

与
す
る
こ
と
（
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
）
が

可
能

留
学

（
単
位
互
換
の
イ
メ
ー
ジ
図
）

国
立

公
立

私
立

○
単
位
互
換
制
度
に
つ
い
て

【
ダ
ブ
ル
デ
ィ
グ
リ
ー
導
入
大
学
に
お
け
る
単
位
互
換
の
例
】
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○
外
国
の
大
学
と
の
組
織
的
・
継
続
的
な
教
育
連
携
に
つ
い
て

○
中
央

教
育

審
議

会
大

学
分

科
会

の
下

に
設

置
さ
れ

た
大

学
グ
ロ
ー
バ

ル
化

検
討

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ
に
お
い
て
、
平

成
22

年
5月

、
「
我

が

国
の

大
学

と
外

国
の

大
学

間
に
お
け
る
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
等

、
組

織
的

・
継

続
的

な
教

育
連

携
関

係
の

構
築

に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
。

○
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は

、
我

が
国

の
大

学
と
外

国
の

大
学

間
に
お
け
る
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
等

に
つ
な
が

る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

組
織

的
・
継

続
的

な
教

育
連

携
関

係
を
促

進
す
る
と
と
も
に
、
同

時
に
学

位
及

び
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

質
を
保

証
し
、
ひ
い
て
は

国
内

外
の

高
等

教
育

の
質

の
保

証
及

び
更

な
る
向

上
に
つ
な
が

る
こ
と
を
期

待
し
て
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
形

成
に
当

た
っ
て
の

拠
り
ど
こ
ろ
と
な
る
留

意
点

を
示

す
も
の

。

教
育
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
考
え
方

教
育
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
考
え
方

①
用

語
の

整
理

○
「
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
、
「
ジ
ョ
イ
ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
に
つ
い

て
、
左

記
の

整
理

に
従

っ
て
定

義
。

○
こ
の

ほ
か

、
「
デ
ュ
ア
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
、
「
共

同
学

位
」
、
「
複

数
学

位
」
等

の
用

語
が

各
大

学
に
お
い
て
用

い
ら
れ

て
い
る
が

、
こ
れ

ら
の

用
語

の
定

義
は

「
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
ま
た
は

「
ジ
ョ

イ
ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
の

定
義

の
い
ず
れ

か
に
包

含
さ
れ

る
も
の

と
み

な
す
（
各

大
学

に
お
い
て
「
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
、
「
ジ
ョ
イ

ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
」
以

外
の

用
語

を
用

い
る
こ
と
は

妨
げ
な
い
）
。

②
学

位
記

の
方

式
や

学
位

の
名

称
等

の
表

記

③
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

質
を
保

証
す
る
観

点
か

ら
の

留
意

点
・
当

初
に
確

認
す
べ

き
事

項
・
共

同
の

実
施

体
制

の
整

備
・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

編
成

・
学

位
審

査

・
教

育
研

究
活

動
の

評
価

・
学

生
へ

の
支

援
・
情

報
の

公
開

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

概
要

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

概
要

１
年
目

２
年
目

３
年
目

○
海

外
に
お
け
る
多

様
な
考

え
方

も
踏

ま
え
、
当

面
の

考
え
方

と
し
て
、

ケ
ー
ス

1を
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
ケ
ー
ス

2を
ジ
ョ
イ
ン

ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
整

理
す
る
と
と
も
に
、
ケ
ー
ス

2に
つ
い
て
は

、
学

位
記

と
は

別
途

に
、
関

係
大

学
に
よ
り
、
共

同
で
編

成

さ
れ

た
教

育
課

程
を
修

了
し
た
こ
と
を
示

す
も
の

と
し
て
、
サ

テ
ィ
フ
ィ

ケ
ー
ト
の

よ
う
な
証

明
書

を
発

行
す
る
こ
と
が

想
定

さ
れ

る
。

ケ
ー
ス

1（
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

ケ
ー
ス

2（
ジ
ョ
イ
ン
ト
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

教 育 課 程 は 各 々

の 大 学 が 編 成

教 育 課 程 を 共 同

で 編 成 ・ 実 施

国
内
Ａ
大
学

海
外
Ｂ
大
学

国
内
Ａ
大
学

海
外
Ｂ
大
学

双 方 の 大 学 が

そ れ ぞ れ 学 位 を 授 与

双 方 の 大 学 が

そ れ ぞ れ 学 位 を 授 与

（
修

士
課

程
の
場

合
）

（
修

士
課

程
の
場

合
）

１
年
目

２
年
目

３
年
目
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○
大
学
間
交
流
協
定
の
締
結
状
況
と

4月
以
外
の
入
学
者
受
入
れ
状
況

○
受

け
入

れ
た
大

学
数

○
受

け
入

れ
た
大

学
数

○
入
学
者
数

○
入
学
者
数

平
成

20
年
度

４
月

以
外

の
時

期
の

入
学

者
受

入
れ

は
少

な
い
。

○
協
定
数
の
推
移

○
締

結
先
地
域
別
大
学
数

4
.8
%

3
6

そ
の
他

9
.6
%

7
2

ア
フ
リ
カ

7
.9
%

5
9

中
近
東

3
5
.5
%

2
6
5

大
洋
州

4
9
.3
%

3
6
8

欧
州

1
3
.0
%

9
7

中
南
米

5
6
.5
%

4
2
2

北
米

7
1
.5
%

5
3
4

ア
ジ
ア

1
2
,8
4
0

6
,9
1
4

5
1
9

5
,4
0
7

平
成
1
9
年
度

1
4
,8
6
7

7
,9
3
2

6
0
0

6
,3
3
5

平
成
2
0
年
度

1
2
,7
5
3

6
,7
4
5

4
7
4

5
,5
3
4

平
成
1
8
年
度

1
0
,8
3
6

5
,6
4
3

3
6
5

4
,8
2
8

平
成
1
6
年
度

1
0
,7
9
1

5
,7
2
4

3
9
3

4
,6
7
4

平
成
1
5
年
度

総
数

私
立

公
立

国
立

※
平
成

18
年

度
以

前
と
、
平
成

19
年

度
以
降
で
は

、
調
査

方
法
が

異
な
る
た
め
、
単

純
な

比
較
は
で
き
な
い
。

◆
締
結
相
手
国
の
上
位
５
か
国

1位
中
国

2,
97

3件
2位

米
国

2,
18

3件
3位

韓
国

1,
65

9件
4位

イ
ギ
リ
ス

71
2件

5位
フ
ラ
ン
ス

65
3件

大
学

間
交

流
協

定
は

着
実

に
増

加
し
て
い
る
が

、
包

括
的

な
協

定
に
留

ま
る
な
ど
の

理
由

に
よ
り
形

骸
化

し
て
い
る
例

も
見

ら
れ

る
。

7
5
（
※

9
.8
％

）
5
9

1
1
5

計
私
立

公
立

国
立

1
,8
6
7

4
4
3

1
,1
4
5

2
0
8

7
1

計
そ
の
他

留
学
生

社
会
人

帰
国
子
女

1
6
5
（
※

2
1
.6
％

）
8
7

1
1

6
7

計
私
立

公
立

国
立

4
,9
2
5

8
4
0

2
,9
1
1

1
,1
6
8

6

計
そ
の
他

留
学
生

社
会
人

帰
国
子
女

【
学
部
段
階
】

【
大
学
院
段
階
】

※
％
＝
４
月
以
外

の
時
期

の
入

学
者
を
受

入
れ

た
大

学
数

／
全

体
の

大
学

数
×

10
0

全
体
の
大
学
数
７
６
５
校
（
国
立
８
６

公
立
９
０

私
立
５
８
９
）

※
出
典
：
平
成
２
０
年
度
学
校
基
本
調
査
よ
り

※
そ
の
他
：
協
定
の
相
手
先
が
複
数
で
、
地
域
も
複
数
に
わ
た
る
場
合

※
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
は
、
全

大
学

の
う
ち
、
当
該

地
域

の
大
学
と
協
定
を
結
ん
で
い
る
大
学
の
割
合

※
平
成

20
年

度
、
文

部
科

学
省
調

査
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○
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
等
教
育
連
携
の
実
施

【
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
の
実
施
例
】

○
東
北
大
学
「
ダ
ブ
ル
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

相
手
先
大
学
：

国
立
応
用
科
学
院
リ
ヨ
ン
校

開
始
時
期
：

平
成
１
８
年

～
分

野
：
理
学
及
び
工
学

概
要
：

東
北
大
学
の
学
部
修
了
後
の
学
生
が
、
博
士
課
程
前
期
の
入
学
後
に
渡
仏
し
、
国
立
応
用
科
学
院
リ
ヨ
ン
校
に
お
い
て
２
年
間
の
学
業

を
行
う
。
帰
国
後
、
東
北
大
学
に
お
い
て
研
究
活
動
に
従
事
し
、
学
位
審
査
を
経
て
、
両
大
学
よ
り
学
位
を
授
与
。

○
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
「
ダ
ブ
ル
デ
ィ
グ
リ
ー
（
共
同
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
制
度
」

相
手
先
大
学
：

エ
コ
ー
ル
・
セ
ン
ト
ラ
ル

４
校
（
パ
リ
校
、
リ
ヨ
ン
校
、
ナ
ン
ト
校
、
リ
ー
ル
校
、
マ
ル
セ
イ
ユ
校
）

開
始
時
期
：

平
成
１
７
年

～
分

野
：

理
学
及
び
工
学

概
要
：

慶
應
義
塾
大
学
理
工
学
部
学
生
が
、
３
年
次
に
渡
仏
し
、
エ
コ
ー
ル
・
セ
ン
ト
ラ
ル
校
に
お
い
て
２
年
間
の
学
業
を
行
う
。
帰
国
後
、
慶
應
義
塾

大
学
の
修
士
課
程
に
入
学
し
、
修
了
時
に
、
両
大
学
よ
り
学
位
を
授
与
。

協
同

し
て
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
編

成
し
、
複

数
の

大
学

よ
り
学

位
を
取
得
で
き
る
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
の
形
成
が
増
加
（
平
成
１

９
年

度
で
６
９
大

学
が

１
５
８
件

を
実

施
）
。

【
日
本
の
大
学
の
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
相
手
地
域
別
件
数
】

件
数

割
合

ア
ジ
ア

9
7

6
1
%

北
米

3
6

2
3
%

E
U

2
1

1
3
%

そ
の

他
4

3
%

計
1
5
8

1
0
0
%
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○
我
が
国
の
大
学
に
お
け
る
英
語
に
よ
る
授
業
の
実
施
状
況

○
英
語
に
よ
る
授
業
の
み
で
卒
業
で
き
る
大
学
（
学
部
段
階
）

７
大

学
８
学

部

・
公

立
国

際
教

養
大

学
国

際
教

養
学

部

・
私

立
東

京
基

督
教

大
学

神
学

部

・
私

立
上

智
大

学
国

際
教

養
学

部

・
私

立
法

政
大

学
グ
ロ
ー
バ

ル
教

養
学

部

・
私

立
早

稲
田

大
学

国
際

教
養

学
部

・
私
立

立
命
館
ア
ジ
ア
太
平
洋
大
学

ア
ジ
ア
太
平
洋
学
部

国
際

経
営

学
部

・
私

立
宮

崎
国

際
大

学
国

際
教

養
学

部

○
英
語
に
よ
る
授
業
の
み
で
修
了
で
き
る
大
学
（
研
究
科
段
階
）

７
３
大

学
１
３
９
研

究
科

（
５
９
４
大

学
１
，
７
１
３
研

究
科

の
う
ち
）

○
英

語
の

み
に
よ
る
授

業
科

目
を
開

設
し
て
い
る
大

学
数

（
学
部
段
階
）

平
成

１
８
年

度
：
１
８
５
大

学
（
国

立
４
０
、
公

立
１
９
、
私

立
１
２
６
）

平
成

１
９
年

度
：
１
９
４
大

学
（
国

立
４
２
、
公

立
２
２
、
私

立
１
３
０
）

平
成

２
０
年

度
：
１
９
０
大

学
（
国

立
４
４
、
公

立
２
４
、
私

立
１
２
２
）

（
研
究
科
段
階
）

平
成

１
８
年

度
：
１
５
８
大

学
（
国

立
６
１
、
公

立
１
３
、
私

立
８
４
）

平
成

１
９
年

度
：
１
７
７
大

学
（
国

立
６
１
、
公

立
１
８
、
私

立
９
８
）

平
成

２
０
年

度
：
１
７
１
大

学
（
国

立
６
２
、
公

立
１
８
、
私

立
９
１
）

※
「
英
語
の
み
に
よ
る
授
業
科
目
を
開
設
し
て
い
る
大
学
」と

は
、
学
部
段
階
又
は
研
究
科
段
階
に
お
い
て
、
英
語
教
育
を
主
た
る
目
的
と
す
る
も
の
を
除
き
、

英
語
の

み
で
授

業
を
行

う
科

目
を
１
科

目
上

開
設
し
て
い
る
大
学

の
こ
と
を
指

す
。

英
語

に
よ
る
授

業
は

増
加

傾
向

に
あ
り
、
英

語
に
よ
る
授

業
の

み
で
卒

業
で
き
る
学

部
は

８
学

部
、
修

了
で
き
る
研

究
科

も
１
３
９
と
な
っ
て
い
る
。

出
典
：
文
部
科
学
省
「
大
学
に
お
け
る
教
育
内
容
等
の
改
革
状
況
に
つ
い
て
（
平
成

20
年

度
）
」
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○外国への修学旅行者数は、近年横ばいである。

出典：高等学校等における国際交流等の状況について（文部科学省）

高校生の海外留学・研修等

○高校生の海外留学者数、研修旅行者数は近年大きく減少している。

高校生の留学者数（３ヶ月以上）

4487
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計
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高校生の外国への研修旅行者数（３ヶ月未満）

39310

27025

14428

10461

5398

30626

34782

33240

37426

3411032465

31688

564765757078
101031126111842

0
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25000

30000

35000
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計
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外国への研修旅行とは、語学等の研修や国際交流等のために外国の高等学校や語学研修所等において
学習したり、または交流事業等に参加することを目的とする３ヶ月未満の旅行をいう。

外国への修学旅行者数について
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国際バカロレアについて 
    

 

 

国際バカロレア(International Baccalaureate = IB)とは 

  インターナショナルスクールの卒業生に，国際的に認められる大学入学資格を与え，大学進学

へのルートを確保するとともに，学生の柔軟な知性の育成と，国際理解教育の促進に資するこ

とを目的として１９６８年に国際バカロレア機構が発足した。 

  国際バカロレア機構は、スイスのジュネーブに本部を置き、認定校に対する共通カリキュラム

の作成や国際バカロレア試験の実施及び国際バカロレア資格の授与などを行っている。 

  我が国では，昭和５４年文部省告示第７０号により，「スイス民法法典に基づく財団法人である

国際バカロレア事務局が授与する国際バカロレア資格を有する者で１８歳に達したもの」を、大

学入学に関し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者として指定し

た。 

  現在，国際バカロレアには以下のカリキュラムが用意されている。 

 （１）大学入学資格（ディプロマ）プログラム 

    （１６歳から１９歳までの高校生を対象とした２ヶ年の課程） 

  （２）ミドル・イヤーズ・プログラム 

    （１１歳から１６歳までの前期中等教育レベルの課程） 

 （３）プライマリー・イヤーズ・プログラム 

     （３歳から１２歳までの児童を対象とした課程） 

 

その他（関連データ） 
 
  （１）IB 参加国際学校等数 
        １４０か国 ３,１０５校（２０１１年１月現在） 
 
  （２）日本にある認定校数（１９校）（２０１１年１月現在） 
    ○セント・メリーズ・インターナショナルスクール（東京都） 
   ○カナディアン・アカデミィ（兵庫県） 
   ○サンモール・インターナショナルスクール（神奈川県）   
   ○横浜インターナショナルスクール（神奈川県） 
   ○清泉インターナショナルスクール（東京都） 
   ○大阪インターナショナルスクール（大阪府） 
   ●加藤学園暁秀高等学校・中学校（静岡県）  
   ○Ｋ・インターナショナルスクール（東京都） 
   ○広島インターナショナルスクール（広島県） 
   ○東京インターナショナルスクール（東京都）  
   ○神戸ドイツ学院（兵庫県） 

○京都インターナショナルスクール（京都府） 
○福岡インターナショナルスクール（福岡県） 
○名古屋国際学園（愛知県） 
●玉川学園Ｋ－１２・玉川大学（東京都） 
●ＡＩＣＪ中学・高等学校（広島県） 
●立命館宇治高等学校（京都府） 
●東京学芸大学附属国際中等教育学校（東京都） 
○カナディアン・インターナショナルスクール（東京都） 

 
●・・・学校教育法第１条に規定されている学校 
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国
際

化
関

係
事

業
の

推
進

産
業

界
と
の

連
携

、
拠

点
大

学
間

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

を
通

じ
、
拠

点
大

学
の

資
源

と
成

果
を
共

有
化

英
語
で
学
位
取
得
可
能
な
コ
ー
ス
の
整
備

海
外
共
同
利
用
事
務
所
を
通
じ
た
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

の
対

応

産
業

界
と
の
連
携

、
拠
点

大
学
間

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
化

に
よ
る
資
源

と
成

果
の
共
有

化

各
大
学
も
国
際
化
の
必
要
性
は
認
識

●
先

進
的

な
取

組
（
例

）

・
授

業
は

全
て
英

語
。

・
全

て
の

学
生

に
１
年

間
の

海
外

留
学

を
義

務
付

け
。

学
生
双
方
向
交
流
の
推
進

米
国

大
学

等
と
協

働
で
の
教

養
教

育
の
共

通
基

盤
の
育

成
e-

le
ar

ni
ng

等
の
活
用
に
よ
る
協
働
の
専
門
教
育
の
開
発

ダ
ブ
ル
・
デ

ィ
グ
リ
ー

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
拡

充
等

○
新
た
な
学

び
の

ス
タ
イ
ル

に
よ
る
協

働
教

育
の

開
発

米
国
大
学
等
と
の
協
働
教
育
創
成
支
援

シ
ョ
ー
ト
ビ
ジ
ッ
ト
・
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
用

交
流

経
費

長
期

（
１
年

以
上

）
、
短

期
（
３
ヶ
月

～
１
年

）
に
加

え
、
新

た
に
３
ヶ
月

未
満

の
「
シ
ョ
ー

ト
ビ
ジ
ッ
ト
」
「
シ
ョ
ー

ト
ス
テ
イ
」
学

生
に
交

流
経

費
を
給

付
。
（
対

象
／

派
遣

：
7
,0
0
0
人

、
受

入
：
7
,0
0
0
人

）

「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ
ア
」
中
核
拠
点
の
形
成
支
援

●
大
学
間
交
流
協
定
数

15
年
度
：
10

,7
91

20
年
度
：
14

,8
67

双
方
向
交
流
を
さ
ら
に
促
進

10
件
×

84
,2

00
千
円
（
新
規
）
、

6件
×

79
,0

00
千
円
（
継
続
）

※
継

続
は

、
旧

日
中

韓
等

の
大

学
間

交
流

を
通

じ
た
高

度
専

門
職

業
人

育
成

事
業

に
よ
る
選

定
分

。

23
年

度
予

算
額

：
22

億
円

（
新

規
）

大
学

の
世

界
展

開
力

強
化

事
業

○
「
キ
ャ
ン
パ

ス
・
ア
ジ
ア
」
構

想
の

推
進

に
よ
る
東

ア
ジ
ア
共

同
体

の
中

核
と
な
る
拠

点
の

形
成

新
設

大
学
の
国
際
化
の
た
め
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
推
進
事
業

強
化

大
学

独
自

の
取

組

13
件

×
22

1,
60

0千
円

○
「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ
ア
」
構
想
や
日
本
人
・
外
国
人
の
垣
根
を
越
え
た
新
た
な
学
び
の
ス
タ
イ
ル
に

よ
る
協
働
教
育
を
通
じ
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
を
養
成
す
る
大
学
の
世
界
展
開
力
を
強
化
し
ま
す
。

日
中

韓
政

府
が
策

定
す

る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
沿

っ
て
、
単

位
相

互
認

定
や

成
績

管
理

、
学

位
授

与
等
を
共
通
の
枠
組
み
で
行
う
協
働
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

10
件
×

84
,2

00
千

円

国
際

化
拠

点
整

備
事

業
を
組

み
立

て
直

し

23
年

度
予

算
額

：
22

億
円

（
新

規
）
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国
際
化
拠
点
整
備

事
業

指
摘

を
踏

ま
え
、

組
み
立
て
直
し

○
国
際
化
拠
点
と
し
て
の
外
国
人
学
生
受
け
入

れ
の
た
め
の
総
合
的
な
体
制
整
備

大
学
の
国
際
化
の
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

形
成
推
進
事
業

英
語

の
み

で
学

位
が

取
得

で
き
る
コ
ー
ス

の
整

備

英
語
で
対
応
可
能
な
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

日
本
語
・
日
本
文
化
教
育

学
修
・
生
活
支
援

英
語
に
よ
る
情
報
発
信
、
情
報
提
供
の

強
化

海
外
拠
点
事
務
所
の
整
備

他
大
学
等
へ
の
英
語
コ
ー
ス
の
授
業
開
放
、

共
同
コ
ー
ス
化

産
業

界
と
の

連
携

に
よ
る
就

職
支

援
留
学
フ
ェ
ア
の
共
催
、
施
設
の
共
同
利
用

Ｗ
ｅ
ｂ
出
願
、
翻
訳
等
各
種
シ
ス
テ
ム
の
共

有
化

○
拠
点
大
学
ご
と
の
体
制
整
備
だ
け
で
な
く
、

拠
点
大
学
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
よ
り
、
拠

点
大
学
の
資
源
・
成
果
を
共
有
化

日
本
人
学
生
や
国
際
化
に

積
極

的
な
他

大
学

等
へ

も
効
果
を
拡
大

こ
れ
に
応
じ
て
、
国
籍
制
限
の
撤
廃
等

経
費
の
使
途
も
弾
力
化

国
際

化
拠

点
整

備
事

業
の

組
み

立
て

直
し

●
趣

旨
・
目

的
は

良
い
が

、
今

の
や

り
方

で
は

不
適

当
●

英
語

コ
ー
ス
に
所

属
す
る
外

国
人

学
生

は
わ

ず
か

。
他

の
外

国
人

学
生

や
日

本
人

学
生

へ
の

裨
益

が
不

明
で
非

効
率

●
支

援
の

対
象

と
な
る
の

が
外

国
籍

の
教

員
に
限

ら
れ

る
な
ど
予

算
の

使
途

の
限

定
を
外

す
べ

き

支
援
の
効
果
は
拠
点
大
学

の
外
国
人
学
生
に
集
中

○
以

下
の

よ
う
な
取

組
に
よ
り
、
国

際
化

に
積

極
的
な
大
学
を
含
め
我
が
国
の
大
学
全
体
に

成
果
・
効
果
を
普
及

事
業
仕
分
け
の
指
摘
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